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　過去の特定有害物質取扱事業所の設置の状況等を調査したので、埼玉県生活環境保全条例第80条第１項の規定により、その結果を次のとおり報告します。
	
	土地の改変に係る
事業の名称
	
	

	
	土地の改変の場所
	
	

	
	敷地面積及び用途地域
	
	

	
	現在の土地の状況（周辺を
含む。）及び改変の区域
	別紙のとおり。
	

	
	土地の改変の方法
	
	

	
	土地の所有者
	住所
氏名
	

	
	調査結果
	別紙のとおり。
	

	
	※備考
	


	備考
	１
	「土地の所有者」の欄には、土地の所有者と土地の改変を行う者が異なる場合に

	
	
	記載すること。

	
	２
	※印の欄には、記載しないこと。

	
	３
	報告書及び別紙の用紙の大きさは、図面、表等やむを得ないものを除き、

	
	
	日本産業規格Ａ４とすること。


別紙
調　　　査　　　結　　　果
	
	特定有害物質取扱事業所等
の設置の状況その他の土地
の利用の履歴
	
	

	
	特定有害物質
取扱事業所等の名称
	
	

	
	特定有害物質等の
使用の状況
	
	

	
	特定有害物質等の
保管の状況
	
	

	
	特定有害物質等の
排出の状況
	
	

	
	特定有害物質等の使用、
保管又は排出の場所
	別紙のとおり。
	

	
	参考事項
	
	


	備考
	１
	「特定有害物質取扱事業所等」とは、特定有害物質取扱事業所又は特定有害物質に

	
	
	該当する物質を取り扱っていた事業所をいうものであること。

	
	２
	「特定有害物質等」とは、特定有害物質又は特定有害物質に該当する物質をいうも

	
	
	のであること。


